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I. 金融商品取引業者の概況及び組織に関する次に掲げる事項 
 
1. 商号、登録年月日及び登録番号 

商号： QUOINE 株式会社 
登録年月日: 2021 年 10 月 26 日 

 
2. 沿革及び経営の組織 

１) 沿革 
2014 年 5 月 QUOINE PTE LTD 設立 

法定通貨で暗号資産 / 仮想通貨を購入できる QUOINEX（コインエクス
チェンジ）をローンチ 

2014 年 11 月 株式会社 QUOINE JAPAN 設立 
 

2016 年 3 月 
2016 年 7 月 

東京に QUOINE 本社を設置 
商号を QUOINE 株式会社へ変更 
 

2017 年 6 月 暗号資産 / 仮想通貨同士の通貨ペアを取引可能にする QRYPTOS（クリ
プトス）をローンチ 
 

2017 年 9 月 仮想通貨交換業（暗号資産交換業）登録 
（関東財務局長第 00002 号） 
 

2017 年 11 月 QASH（キャッシュ）ICO を実施 
 

2018 年 9 月 QUOINEX と QRYPTOS を統合した Liquid by Quoine をローンチ 
 

2019 年 3 月 持株会社リキッドグループ株式会社が設立され、完全子会社となる 
 

2021 年 10 月 第 1 種金融商品取引業登録 
登録番号 関東財務局長（金商）第 3297 号 
 

 
 
  



2 
 

２) 経営の組織(2021 年 9 月 30 日現在) 

 
 

  

株主総会

監査役

取締役会

代表取締役

CIO

ITサービスマネジメント部

オペレーションテクノロジー
部

インフォメーションセキュリ
ティ− ・IT リスク部

DevOps部

CCRO

コンプライアンス・リスク管
理部

口座審査室

国際業務管理部法務部

人事部

CFO 財務経理部

COO

カスタマーサポート部

オペレーション部

ビジネス開発部

マーケティング部

フロントエンド・モバイル部

トレード テクノロジー部

リクイディティ部

CEOオフィス部

内部監査室
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３) 株式の保有数の上位十位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の
議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

(2021 年 9 月 30 日現在) 
氏名または名称 保有株式数 割合 

リキッドグループ株式会社 43,103 株 100% 
 

４) 役員の氏名又は名称 
（2021 年 9 月３０日現在） 

役職名 氏名又は名称 
代表取締役 栢森 加里矢 
代表取締役 セス・メラメド 

取締役 トウ・リ 
取締役 ポール・クオ 
取締役 井坂省三 
監査役 大蘿 淳司 

 
５) 政令で定める使用人の氏名 

① 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部
長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者
の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 
 

(2021 年 9 月 30 日現在) 
氏名 役職名 
高橋 幸也 Chief Compliance and Risk Office 
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II. 業務の状況に関する事項 
 

1. 業務の種類 
暗号資産交換業 金融商品取引法第 28 条第１項２号 
金融商品取引業務 金融商品取引法第 2 条第 8 項 4 号ならびに 16 号 

2. 本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は事
務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在 
 

名称 所在地 
QUOINE 株式会社 東京都千代田区神田錦町 3 丁目 17 番地廣瀬ビル 4 階 

 
3. 他に行っている事業の種類 

該当事項ありません。 
 

4. 法第 37 条の７第１項第１号イ、第２号イ、第３号イ又は第４号イに定める業務に係る手続実施基本
契約を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争解決機関の商号又は名
称並びに加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

１) 指定紛争解決機関の商号又は名称 
第一種金融商品取引業（法第37条の７第１項第１号イ） 
日本弁護士連合会 紛争解決センター 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

２) 加入する金融商品取引業協会の名称 
一般社団法人 日本暗号資産取引業協会（ＪＶＣＥＡ）（第一種会員） 

３) 対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 
該当事項はありません。 

 
5. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません 
 

6. 法第 37 条の７第１項第１号ロ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロに定める業務に関する苦情処理措
置及び紛争 解決措置の内容 
該当事項はありません 
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7. 直近の事業年度における業務の概要 
暗号資産市場におきましては 2020 年 10 月に 110 万円台から上昇し始めたビットコインの価格

は 2021 年 4 月には 650 万円台まで上昇、その後は 5 月に 320 万円台まで下落したのちに再び 560
万円台まで反発するなど、値動きが激しく取引が活発となった期となりました。 

一方、当社を巡る経営環境においては、日本市場にて改正金融商品取引法が 2020 年 5 月から施
行され、暗号資産デリバティブ取引が金融商品取引法の規制対象となったため、当社は「第一種金
融商品取引業者」として登録準備を推進しました。また、2018 年 6 月に関東財務局より頂戴してお
りました当社への業務改善命令に対応した改善計画を当期も着実に実行し、経営管理態勢および内
部管理態勢の改善に全力で努めた結果、2021 年 6 月 22 日付で業務改善命令の報告義務が解除され
ました。当社は当期は暗号資産の交換所からの手数料から主な収入を上げていますが、今後は解
除、及び登録を完了して事業を拡大すべく、暗号資産の販売所立ち上げ、新規通貨の取り扱いなど
の準備に着手致しました。 

一方、2020 年 11 月 13 日にはアカウント・ドメインの登録情報が悪意のある第三者（以下、第
三者）に変更されたことにより、第三者が当社のシステム・インフラの一部に不正アクセスし、お
客様の個人情報等にアクセスしうる事態が生じた事案が発生しました。本件発覚後、当社は速やか
に必要な再設定と復旧を行い、本事象によるお客様の資産に影響はございませんでした。また、ア
カウント・ドメインの制御を実施しお客様情報の保全性と完全性を確認しております。 

さらに 2021 年 8 月 19 日には当社および QUOINE PTE LTD に於いて、不正アクセスにより
暗号資産が流出、当社は自社資産において総額約 7.5 億円（８月 19 日時点、1 ドル＝110 円換算、
以下同じ。）相当の被害を受けました。ただし当社のお客様からのお預かり資産は全額コールドウ
ォレットにて管理していたため被害はありませんでした。ハッキングへの対応としましては、悪用
されたリカバリー鍵は完全に無効化、新規のリカバリー鍵を再作成、24 時間体制の監視体制を含め
た厳重な管理下に置きました。 

これらの事態を受け当社は、お客様および関係者の皆様にご不便、ご心配をおかけしましたこ
とを深くお詫び申し上げるとともに、役職員一同かかる事態の再発を防止しお客様に安心してお取
引頂けるよう引き続き全力で取り組んでいるところです。 

なお本件後、当社及び QUOINE PTE LTD の親会社であるリキッドグループ株式会社は財務体
質を強化すべく 8 月中に直ちに海外で暗号資産取引所 FTX.COM を所有・運営する FTX Trading 
Ltd. より、約 132 億円（1 億 2,000 万ドル）の資金調達を完了すると共に FTX 社との今後の日本及
び世界の市場における協議を開始しました。この資金調達を踏まえて当社は親会社からの約 9.9 億
円の増資に関する手続きを８月 31 日に完了致しました。 

これらの活動等の結果、当事業年度は営業利益 395,629 千円、経常利益 402,480 千円、当期純
損失 408,842 千円となりました。 
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III. 財産の状況に関する事項 
 

1. 直近の三事業年度における業務の状況を示す指標 
１) 経営成績等の推移 

（単位: 千円） 

区分 2019 年 

9 月期 

2020 年 

9 月期 

2021 年 

9 月期 

資本金 1,549,018 2,040,295 2,534,845 

発行済株式総数 43,103 43,109 43,115 

営業収益 2,116,221 1,746,450 1,027,532 

 

 

 

受入手数料 631,632 275,074 589,476 

委託手数料 - - - 

その他の受入手数料 - - - 

暗号資産売買等損益 1,404,840 1,471,375 438,056 

その他の営業収益 79,748 0 0 

営業利益 (294,745) 915,910 395,629 

経常利益 (288,847) 918,447 402,480 

当期純利益 (403,998) 496,028 (408,842) 

 
２) 株券の売買高(有価証券等清算取次ぎの委託高(有価証券等清算取次ぎの委託の取次ぎの取扱

高を除く)を含む。) 及びその受託の取扱高 (有価証券等清算取次ぎの委託の取次ぎの受託
高を除き、有価証券等清算取次ぎの委 託の取次ぎの取扱高を含む。) 
該当事項はありません。 

３) 国際証券、社債権、株券及び投資信託の受益証券の引受高、売出高及び募集、売出し又は私
募の取扱高 
該当事項はありません。 

４) その他業務の状況 
該当事項ありません。 
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５) 各事業年度終了の日における自己資本規制比率 
（単位:%、百万円） 

区分 2019 年 9 月期 2020 年 9 月期 2021 年 9 月期 

自己資本規制比率 

(Ａ)／(Ｂ)×100 

- - 320.3% 

固定化されていない自己資本 (Ａ) - - 4,324 

 リスク相当額(Ｂ) - - 1,349 

 市場リスク相当額 - - 1,036 

取引先リスク相当額 - - 123 

基礎的リスク相当額 - - 193 

暗号資産の特則 控除可能額   -3 

※当社は 2021 年 10 月 26 日に金融商品取引業者として登録を受けたため 2021 年 9 月より
自己資本規制比率を計算しております。 
 

６) 各事業年度終了の日における使用人の総数及び外務員の総数 
区分 2019 年 9 月期 2020 年 9 月期 2021 年 9 月期 

使用人 87 52 43 

（うち外務員） - - - 

※当社には一般社団法人日本暗号資産取引業協会の定める外務員試験に合格した役職員が 
１３名在籍していますが、当社はみなし金融商品取引業者のため外務員登録を行っていま 
せん。当社の第一種金融商品取引業者の登録手続き完了後、外務員についても登録手続 
きを行う予定です。 
（注）上記外務員の総数に役員は含まれておりません 

 
2. 第百七十二条第一項の事業報告書に記載されている役員の業績連動報酬の状況 

該当事項はありません。 
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3. 直近の二事業年度における財産の状況に関する事項 
１) 貸借対照表 

（単位: 千円） 

 前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

資産の部   

流動資産 15,049,950 27,815,497 

現金及び預金 2,431,270 4,115,235 

預託金 4,034,005 4,878,363 

預け金 172,167 1,541 

自己保有暗号資産 2,884,041 1,375,558 

利用者暗号資産 5,396,958 17,343,014 

未収還付法人税等 - 47,913 

関係会社未収入金 31,601 8,771 

デリバティブ取引 37,214 18,175 

その他 62,692 26,922 

固定資産 271,506 248,420 

有形固定資産 39,423 26,176 

建物 11,316 11,316 

減価償却累計額 △ 660 △ 1,791 

工具器具備品 59,509 59,509 

減価償却累計額 △ 30,742 △ 42,857 

無形固定資産 34,808 23,384 

ソフトウェア 34,808 23,384 

投資その他の資産 197,274 198,860 

関係会社株式 173,553 176,293 

敷金及び保証金 23,720 22,567 

その他 0 0 

資産合計 15,321,457 28,063,918 

負債の部   

流動負債 11,235,500 23,460,926 

利用者からの預り金 3,609,379 4,904,758 

利用者からの預り暗号資産 5,396,958 17,343,014 

賞与引当金 122 26,835 

デリバティブ取引 7,796 21,070 
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未払金 197,414 92,987 

関係会社未払金 1,567,925 571,695 

未払法人税等 375,426 393,830 

未払消費税等 60,591 99,866 

リース債務 1,609 1,404 

その他 18,276 5,462 

固定負債 66,616 3,393 

預り保証金 45,000 - 

リース債務 4,592 3,393 

長期未払金 17,023 - 

負債合計 11,302,116 23,464,319 

純資産の部   

株主資本 4,019,340 4,599,598 

資本金 2,040,295 2,534,845 

資本剰余金 1,981,295 2,475,845 

資本準備金 1,911,295 2,405,845 

その他資本剰余金 70,000 70,000 

利益剰余金 △ 2,250 △ 411,092 

その他利益剰余金 △ 2,250 △ 411,092 

繰越利益剰余金 △ 2,250 △ 411,092 

純資産合計 4,019,340 4,599,598 

負債・純資産合計 15,321,457 28,063,918 
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２) 損益計算書 
（単位: 千円） 

 前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

営業収益 1,746,450 1,027,532 

  暗号資産売買等損益 1,471,375 438,056 

  受入手数料 275,074 589,476 

営業費用 830,539 631,902 

  販売費及び一般管理費 830,539 631,902 

営業利益 915,910 395,629 

営業外収益 2,612 6,980 

   受取利息 1,255 38 

   その他 1,356 6,941 

営業外費用 75 129 

   支払利息 75 129 

経常利益 918,447 402,480 

特別利益 2,562 - 

  関係会社株式売却益   2,562 - 

特別損失 306,886 807,522 

  固定資産除却損 276,688 - 

  本社移転費用 30,197 - 

   資産盗難損失 - 754,560 

   係争和解金 - 43,990 

   関係会社株式評価損 - 8,972 

税引前当期純利益 614,123 △ 405,042 

法人税等 118,095 3,800 

   法人税、住民税及び事業税 118,095 3,800 

当期純利益 496,028 △ 408,842 
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3) 株主資本等変動計算書 
（単位: 千円） 

株主資本等変動計算書 

前事業年度 (自 2019 年 10 月 1 日 至 2020 年 9 月 30 日） 

       

  株主資本  

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 株主資本 

純資産合計 

  
資本準備金 

その他の 

資本剰余金 

資本剰余金合

計 

繰越利益 

剰余金 
利益剰余金合計 合計 

当期首残高 1,549,018 1,420,018 70,000 1,490,018 △ 498,278 △ 498,278 2,540,759 2,540,759 

当期変動額                 

新株の発行 491,276 491,276   491,276     982,553 982,553 

当期純利益         496,028 496,028 496,028 496,028 

当期変動額合計 491,276 491,276   491,276 496,028 496,028 1,478,581 1,478,581 

当期末残高 2,040,295 1,911,295 70,000 1,981,295 △ 2,250 △ 2,250 4,019,340 4,019,340 

         

(単位: 千円） 

株主資本等変動計算書 

当事業年度 (自 2020 年 10 月 1 日 至 2021 年 9 月 30 日） 

         
株主資本 

 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本 

純資産合計 

  
 資本準備金 

その他の資本剰

余金 

資本剰余金合

計 

繰越利益剰余

金 
利益剰余金合計 合計 

当期首残高 2,040,295 1,911,295 70,000 1,981,295 △ 2,250 △ 2,250 4,019,340 4,019,340 

当期変動額 
        

新株の発行 494,550 494,550 
 

494,550 
  

989,100 989,100 

当期純利益 
    

△ 408,842 △ 408,842 △ 408,842 △ 408,842 

当期変動額合計 494,550 494,550 - 494,550 △ 408,842 △ 408,842 580,257 580,257 

当期末残高 2,534,845 2,405,845 70,000 2,475,845 △ 411,092 △ 411,092 4,599,598 4,599,598 
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[個別注記] 
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１) 有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式  移動平均法による原価法 

２) デリバティブの会計処理 
時価法 

３) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 (リース資産を除く) 

主な償却方法及び耐用年数は次のとおりであります。 
建物   定額法    10 年～20 年 
工具器具備品  定率法 3 年～20 年 

② 無形固定資産 
ソフトウェア  定額法   5 年 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価値を零とする定額法を採用しております。 

４) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

② 賞与引当金 
従業員に対する賞与支払に備えるため、当事業年度の業績を勘案して算出した支給見込
み額を計上しております。 

５) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
② 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建貨幣性資産及び負債はすべて期末日の直物為替レートを用いて機能通貨に再換
算し、その結果生ずる差額を純損益として認識しています。 

③ 暗号資産取引に係る会計処理 
暗号資産取引に係る損益（評価損益を含む）は、損益計算書上の暗号資産売買等損益と
して計上しております。また、保有する暗号資産は、すべて活発な市場が存在すること
から市場価格に基づく価額をもって貸借対照表に計上するとともに、帳簿価額との差額
は暗号資産売買等損益として計上しております。また、預託者から預っている暗号資産
は、貸借対照表上、利用者からの預り暗号資産として負債に計上し、保有する暗号資産
と同様の方法により評価を行っており、評価損益は計上しておりません。 
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④ 店頭暗号資産証拠金取引の会計処理 
店頭暗号資産証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評価損益を損益計算書上
の暗号資産売買等損益として計上しております。 なお、評価損益は、店頭暗号資産証拠
金取引の未決済ポジションの建値と時価の差額を取引明細ごとに算定し、これらを顧客
ごとに合算し損益を相殺したうえで、これと同額を貸借対照表上のデリバティブ取引勘
定に計上しております。 

 
2. 表示方法の変更に関する注記 

2020 年 9 月期(前事業年度) 
該当事項ありません。 

2021 年 9 月期(当事業年度） 
１) 「暗号資産取引業における主要な経理処理例示」の適用に伴う変更 

当事業年度より「暗号資産取引業における主要な経理処理例示」（一般社団法人日本暗号資産
取引業協会 2020 年 6 月 12 日）に基づいて経理処理を行い、暗号資産取引業に関連する勘
定科目の表示を変更しております。 

２) 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 
当事業年度より「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年
3 月 31 日）を適用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。 

 
3. 会計上の見積りに関する注記 
関係会社株式の評価 
１) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

(単位: 千円） 

 2020 年 9 月期（前事業年度） 2021 年 9 月期（当事業年度） 

関係会社株式 173,553 千円 176,293 千円 

 
２) 見積りの内容の理解に資するその他の情報 

時価を算定することが極めて困難な関係会社株式は取得原価をもって帳簿価額としておりま
すが、当該株式の発行会社の財政状態悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復
可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、評価損を計上しております。 
時価を算定することが極めて困難な関係会社株式の実質価額については、関係会社の事業計
画を基礎として算定しておりますが、当該計画は種々の指標の仮定に基づいて作成されてお
り、この仮定には不確実性が伴います。これらの見積りにおいて用いた仮定が、経済環境の
変動等により見直しが必要となった場合には、翌事業年度において関係会社株式の金額に重
要な影響を与える可能性があります。 
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4. 損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 
 

 2020 年 9 月期（前事業年度） 2021 年 9 月期（当事業年度） 

関係会社との取引高 492,259 千円 13,892,577 千円 

 
5. 株主資本等変動計算書に関する注記 
発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位: 株) 

 2020 年 9 月期（前事業年度） 2021 年 9 月期（当事業年度） 

株式の種類 
前事業年度 

期首株式数 

前事業年度 

増加数 

前事業年度 

減少数 

前事業年度 

株式数 

当事業年度 

増加数 

当事業年度 

減少数 

当事業年度 

株式数 

普通株式 28,801 6  28,807 6  28,813 

A 種優先株式 6,000   6,000   6,000 

B 種優先株式 8,002   8,002   8,002 

C 種優先株式 300   300   300 

計 43,103 6  43,109 6  43,115 

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加理由は下記のとおりです。 
・2020 年 9 月期株主割当増資による増加 6 株 
・2021 年 9 月期株主割当増資による増加 6 株 

 
6 .税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

繰延税金資産 
  

税務上の繰越欠損金 143,428 千円 265,261 千円 

未払事業税 14,826 千円 14,988 千円 

賞与引当金   - 8,218 千円 

未払費用   13,183 千円 13,229 千円 

投資有価証券 59,165 千円 59,165 千円 

関係会社株式評価損 - ２,747 千円 

その他 1,156 千円 3,928 千円 

繰延税金資産小計                       231,759 千円 367,540 千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額           △143,428 千円 △265,261 千円 



15 
 

将来減算一時差異等に係る評価性引当額  △88,331 千円 △102,278 千円 

評価性引当額小計 △231,759 千円 △367,540 千円 

繰延税金資産合計 - 千円  -  千円 

 
7.金融商品に関する注記 
１) 金融商品の状況に関する事項 

金融商品に対する取組方針 
当社は資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針で
あります。 

２) 金融商品の内容及びそのリスク 
預金及び法令に基づき外部金融機関に信託する顧客分別金信託である預託金は、預け先の信
用リスクを有しておりますが、預入の銀行はいずれも信用度の高い銀行であります。預け金
は、暗号資産を調達するために他の暗号資産交換業者等に預け入れている資金であり、信用
リスクを有しております。顧客預り金は主に法定通貨の入出金等にともなう利用者からの一
時的な預り金であり、市場リスクに晒されておりません。関係会社未収入金及び、関係会社
未払金は１年以内の支払期日であり、流動性リスクに晒されております。 

３) 金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理 

当社は与信管理規程に従い、取引先ごとの期日及び残高を管理し、取引先の状況把握に
努めております。 

② 市場リスクの管理 
当社は定期的に時価や取引先企業の財務状況、市場価格の動向を把握しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 
当社は適時に入金と出金のスケジュールを作成して、資金繰りを管理するとともに手元
流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には市場価格に基づく価格の他、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価格が変動することがあります。 
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５） 金融商品の時価等に関する事項 
2020 年 9 月 30 日, 2021 年 9 月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては次のとおりであります。なお、時価を把握することが困難と認められるものは次表
に含まれておりません。 
 

 前事業年度（2020 年 9 月期 ）                                        （単位:千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預金 2,431,270 2,431,270 - 

預託金 4,034,005 4,034,005 - 

預け金 172,167 172,167 - 

関係会社未収入金 31,601 31,601 - 

資産計 6,669,044 6,669,044 - 

顧客預り金 3,609,379 3,609,379 - 

関係会社未払金 1,567,925 1,567,925 - 

負債計 5,177,305 5,177,305 - 

デリバティブ取引（※) (29,4１8) (29,418) - 

 
当事業年度(2021 年 9 月期)                                                 （単位:千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預金 4,115,235 4,115,235 - 

預託金 4,878,363 4,878,363  

預け金 1,541 1,541 - 

関係会社未収入金 8,771 8,771 - 

資産計 9,018,950 9,018,950 - 

利用者からの預り金 4,904,758 4,904,758 - 

関係会社未払金 571,695 571,695 - 

負債計 5,476,454 5,476,454 - 

デリバティブ取引（※) (2,894) (2,894) - 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
味の債務となる項目については（ ）で示しております。 
(注）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 
① 現金及び預金 
② 預け金 
③ 預託金 
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④ 関係会社未収入金 
こられは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。 

負債 
⑤ 利用者からの預り金 

利用者から預託を受けている預り金は、顧客からの要求に応じて当社が支
払義務を負うため、決算日に要求された場合における支払額（帳簿価額）
を時価とみなしております。 

⑥ 関係会社未払金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。 

 
デリバティブ取引 
デリバティブ取引は、暗号資産証拠金取引であります。暗号資産証拠金取引の時価は、
原資産が活発な市場が存在する暗号資産であることから、時価は事業年度末の市場価格
に基づき算定しております。暗号資産証拠金取引について、決算日における契約額、時
価及び評価損益は、次のとおりであります。 

        前事業年度(2020 年 9 月期 )                                                                                              （単位:千円） 

区分 種類 
契約金額等 

時価 評価損益 
 内１年超 

店頭 

暗号資産証拠金取引     

売建 211,828 - △15,476 △15,476 

買建 282,627 - △13,942 △13,942 

合計 - - △29,418 △29,418 

 

当事業年度(2021 年 9 月期 )                                                                                                      （単位:千円） 

区分 種類 
契約金額等 

時価 評価損益 
 内１年超 

店頭 

暗号資産証拠金取引     

売建 73,986 - 9,511 9,511 

買建 486,374 - (12,405) (12,405) 

合計  - (2,894) (2,894) 
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8. 関連当事者との取引に関する注記 
１) 親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種

類 

会社等の

名称 

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（%） 

関連当事

者との関

係 

取引の内

容 
取引金額 科目 期末残高 

親

会

社 

リ キ ッ ド

グ ル ー プ

株式会社 

(被所有) 

直接 

100% 

運営管理 

役 員 の 兼

任 

増資引受 

(注 1) 

前事業年度 

2020 年 

9 月期 

当事業年度 

202１年 

9 月期 

 前事業年度 

2020 年 

9 月期 

当事業年度 

202１年 

9 月期 

982,553 989,100 資本金 491,276 494,550 

資 本 準

備金 

491,276 494,550 

資 金 決 済

業務等 

(注 2) 

- - 関 係 会

社 未 払

金 

60,647 78,687 

関 係 会 社

株 式 の 売

却(注 3) 

2,562 - - 

（注） 
① 株主割当による増資（普通株式 6 株）を、親会社が 1 株につき 2020 年 9 月期

163,758,908 円、2021 年 9 月期 164,850,000 円で引き受けたものになります。 
② 2．当社は親会社であるリキッドグループ株式会社と双方の銀行口座等で双方の債

権債務に関する資金決済業務等を行っております。尚、当該取引については反復継
続的な取引であるため期末残高のみを記載しております。 

③ 関係会社株式の売却は企業価値を勘案して決定しております。 
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２) 兄弟会社等 
                         （単位：千円） 

種類 
会社等の名

称 

議決権等の所

有（被所有）

割合（%） 

関連当事者との関係 
取引の内

容 
取引金額 科目 期末残高 

     

前事業年度 

2020 年 

9 月期 

当事業年度 

202１年 

9 月期 

 

前事業年度 

2020 年 

9 月期 

当時魚年度 

202１年 

9 月期 

親会社の子会社 

 

QUOINE 

PTE.LTD

. 

なし 

 

当社のシンガポールに

おける暗号資産交換所

運営 

役員の兼任 

資 金 決 済

業務等(注

1) 

 - 関係会社未払金 

(注 3) 

1,999,537 493,007 

移 転 価 格

の調整(注

2) 

492,259 13,892,577 関係会社未収入

金 

(注 3) 

492,259 - 

（注） 

① 当社は関係会社である「QUOINE PTE.LTD.」と双方の銀行口座等で双方の債権債
務に関する資金決済業務等を行っております。尚、当該取引については反復継続的
な取引であるため期末残高のみを記載しております。 

② 移転価格調整は当社が移転価格税制に伴い計上した「QUOINE PTE.LTD.」への移
転価格調整金であり、独立企業間価格として算定されております。 

③ 貸借対照表には純額で表示しております。    
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9. 1 株当たり情報に関する注記 
 

  

前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

1) １株当たりの純資産額 40,198 円 62 銭 56,648 円 23 銭 

１株当たりの純資産額の算定上の基礎は下記のとおりであります。  

貸借対照表上の純資産額 4,019,340 千円 4,599,598 千円 

普通株式に係る純資産額 1,158,001 千円 1,632,205 千円 

純資産の合計額と一株当たり純資産の算定に用いられた

純資産との差額 
2,861,338 千円 2,967,392 千円 

普通株式の期末発行済株式数 28,807 株 28,813 株 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株式数 28,807 株 28,813 株 
   

2) １株当たり当期純利益  11,506 円 63 銭 △9,483 円 80 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は下記のとおりであります。 

損益計算書上の当期純利益 496,028 千円 △408,842 千円 

普通株式に帰属しない金額          -    - 

普通株式に帰属する当期純利益                          496,028 千円 △408,842 千円 

普通株式期中平均株式数 43,108 株 43,110 株 

 
10. 暗号資産に関する注記 

１) 暗号資産の貸借対照表計上額   
（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

 前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

保有する暗号資産（預託者から預っている暗号資産を除く） 2,884,040   1,375,558   

預託者から預っている暗号資産  5,396,958    17,343,014 

合計 8,280,999   18,718,573   
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２) 保有する暗号資産の種類ごとの保有数量及び貸借対照表計上額 
活発な市場が存在する暗号資産 

（単位：千円） 

  数量 貸借対照表計上額 

種類 
前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

前事業年度 

2020 年 9 月期 

当事業年度 

2021 年 9 月期 

ビットコイン 1,630.653670 BTC 173.165868 BTC 1,860,201 846,646 

イーサリアム 20,942.858557 ETH 799.015339 ETH 797,250 268,331 

キャッシュ 14,983,594.150489 QASH 18,347,615.745362 QASH 61,302 143,742 

リップル 5,855,650.902080 XRP 807,405.960812 XRP 149,814 85,602 

ビットコインキャッシュ 640.731282 BCH 559.479993 BCH 15,471 31,235 

    合計 2,884,040 1,375,558 

 
4. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当事項ありません。 
5. 保有する有価証券（トレーディング商品（貸借対照表の科目のトレーディング商品をいう。（３）に

おいて同じ。）に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価額、時価及び評価損益 
該当事項ありません。 

6.デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、
時価及び評価損益 

（単位 千円） 

  前事業年度（2020 年 9 月期） 当事業年度 (2021 年 9 月期) 

種類 契約金額 時価 評価損益 契約金額 時価 評価損益 

暗号資産 CFD 取引（売建） 211,828 △15,476 △15,476 73,986 9,511 9,511 

暗号資産 CFD 取引（買建） 282,627 △13,942 △13,942 486,374 (12,405) (12,405) 

合計  △29,418 △29,418  (2,894) (2,894) 

 
7.会計監査人による監査及び監査報告書の有無 

当社は、201７年 4 月１日から 2018 年 3 月 31 日までの第 3 期事業年度は、有限責任監査法人ト
ーマツによる監査、2018 年 4 月から 20１9 年 9 月までの第４期, 2019 年 10 月から 2020 年 9 月
までの第 5 期、2020 年 10 月から 2021 年 9 月までの第 6 期はゼロス監査法人より、会社法第 436 
条第２項第１号の規定に基づき監査を受けており、監査報告書を受領しております 

 
IV 金融商品取引業者の管理の状況に関する事項 

1. 内部管理の状況の概要 
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取締役及及び使用人それぞれの職務の執行かつ法令及び定款に適合することを確保するための体制、
その他会社の業務の適正を確保するための体制(以下「内部統制システム」)についての決定内容及び
その運用状況の概要は以下のとおりです。 
1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
当社は、コンプライアンスを経営上の最重要課題と位置付け、当社の取締役及び使用人が法令及び定
款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するための行動規範として、コンプライアンス規
程その他の規程を制定する。 
2)当社の内部監査室は、当社に対する内部監査を実施し、コンプライアンス・リスク管理部と連携の
上、コンプライアンスに関する業務改善に取り組む。 
3)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社は、取締役会等の重要な会議の議事録のほか、各取締役が決裁した文書等、取締役の職務の執
行に係る情報は、文書管理規程に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。当社の取締役
は、文書管理規程に従い、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 
4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、利用者財産消失リスク、事務リスク、IT リスク等のリスクカテゴリーごとにその管理に必要
な社内規程を整備した上で、各リスクに関する責任部署を定め、当社のリスクを網羅的・統括的に管
理する。 
当社は、システム障害時、不測の事態や危機の発生時に当社の事業の継続を図るため、インシデント
管理方針、事業継続計画その他の規程を策定し、当社の役員及び使用人に周知する。 
5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社は、経営計画を策定し、当該経営計画を具体化するため、毎事業年度ごとの当社の重点経営目標
及び予算配分等を定める。 
6)当社は、取締役の職務権限と担当業務を明確にするため、取締役会規程、組織規程、業務分掌規程
を制定するほか、当社の規模等に応じ、必要な職務執行に関する規定の整備に努めるものとする。 
7) 当社並びに当社親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
① 当社は、親会社及び親会社グループ各社との取引について、取引条件の決定に関するガイドライ
ンを策定し、このガイドラインに従って取引条件を決定する。 
②当社は、定期的に内部監査を実施し、当社監査役と意見交換をする。 
８） 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関
する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 監査役より職務補助の要請があるときには、関係部門の使用人に監査役の職務を補助させるものと
する。監査役の職務を補助するための人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査役の同意を
要するものとする。 
9) 当社の監査役への報告に関する体制 



23 
 

当社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実につ
いては、発見次第、かかる対応を統括する部門に報告し、当該部門は、直ちに当社の監査役に対して
報告を行うこととする。 
10)当社の監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制 
 当社は監査役へ報告を行った当社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の取締役及び使用人に周知徹底する。 
11) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
監査役がその職務の執行について当社に対して前払の費用等の請求をしたときは、担当部署において
審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を
除き、速やかにこれに応じるものとする。 
12)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
①代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役の環境整備の状況、
監査役の監査上の重要な課題等について意見交換を行う。 
②当社は、監査役が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、又は必要に応じて専門の弁護士、公認会
計士の助言を受ける機会を保障する。 
上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、継続的にモニタリンクを実施し、取締役会に
報告しています。                                                         
 
2. 分別管理の状況 
1) 金銭の分別管理の状況（対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係るものを除く） 

                                                （単位 千円） 

項目 前事業年度（2020 年 9 月期） 当事業年度 (2021 年 9 月期) 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 111,057 133,661 

顧客分別金信託額 130,878 144,842 

期末日現在の顧客分別金必要額 111,423 168,160 

 
2)有価証券その他の財産の管理状況 

該当事項ありません。 
 

.3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 
                                    （単位 千円） 

種類 前事業年度（2020 年 9 月期） 当事業年度 (2021 年 9 月期) 内訳 

金銭 130,878 144,842 日証金信託銀行 
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VI. 金融商品取引業者（法第五十七条の四の規定により当該事業年度に係る同条の説明書類を作成す
る特別金融商品取引業者を除く。）の連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第二条第
三号に規定する子会社及び同条第七号に規定する関連会社（以下この号において「子会社等」とい
う。）の状況に関する事項 
1. 金融商品取引業者及びその子会社等の集団の構成 
当社グループは、リキッドグループ株式会社を親会社とする当社、当社子会社２社及び関連会社で構
成されております。当社は、暗号資産関連店頭デリバティブ取引、及び、暗号資産交換業務を主な業
務としており、当社子会社 Quoine Vietnam Co. Ltd は、技術開発及び顧客サポート業務を行ってお
ります。 
 
2．子会社・関係会社の商号、所在地、資本、事業内容等 

商号又は名称 本店所在地 資本金又は出資金 事業内容 当社及び子会社等 の

保有する議決権の数 

子会社等の総株主の議決

権に占める 当該保有す

る議決権の数の割合 

Quoine Vietnam Company Limited Level1, Empress Tower, 138-142 Hai Ba 

Trung Streent, Da Kao Ward, District 1, 

Ho Chi Minh City, Viet Nam 

34,635,000,000 VND 技術開発及び顧客サポ

ート業務 

1 100% 

Quoine India Pte. Ltd. F-143, Richmond Park, DLF City, Phase-

4, Gugugram, Gurgaon, Haryana, India, 

122001 

11,000,000 

INR 

休眠会社 1,099,999 99,99% 

 
 

以上 
 


